
別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　・満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　・平成19年3月31日以前に取得した固定資産・・・旧定額法
　　　・平成19年4月1日以降に取得した固定資産・・・定額法
（３）引当金の計上基準
　　　・退職給付引当金―兵庫県民間共済に基づき期末要支給額を計上している。
　　　・賞与引当金　　―職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に属する額を
　　　　計上している。
　　　・徴収不能引当金―債権の徴収不能による損失に備えるため、徴収不能懸念債権については個別に
　　　　回収可能性を検討し回収不能見込み額を計上している。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
　　　・社会福祉施設退職手当共済制度
　　　・兵庫県民間社会福祉事業職員退職制度

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)法人全体の計算書類(会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)
(2)事業区分別内訳表(会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様
式)
(4)公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)
　　当法人では、公益事業を実施していないため作成していない
(5)収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)
　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない
(6)各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　障害者支援施設希望の郷　拠点区分
　　　ア　法人本部
　　　イ　施設入所支援希望の郷
　　　ウ　生活介護希望の郷
　　　エ　短期入所事業所希望の郷
　　　オ　障害児等療育支援事業
　　　カ　障害児等相談支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ事業
　　　キ　ひょうご発達支援センターブランチ
　　　ク　加西市委託相談支援事業
　　　ケ　指定相談支援事業
　　　コ　加西市障害児タイムケア事業
　　　サ　児童発達支援事業なゆた
　　　シ　共同生活援助事業なごみ　
　　　ス　就労継続支援B型THREE-P
　　　セ　共同生活援助事業大空
　　　ソ　生活介護輝き
　　　タ　生活困窮者就労準備支援事業等
　　　チ　人材育成事業
　　　ツ　くつろぎ
　　　テ　自立生活援助事業
　　小規模多機能型居宅介護どっこいしょ　拠点区分
　　　ア　小規模多機能型居宅介護どっこいしょ
　　　イ　加西市第2層生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｲﾄ事業

 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

310,121,063
407,137,762

0
0
0

0
23,308,112
23,308,112

計算書類に対する注記(法人全体用)

基本財産の種類
土地
建物

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
97,016,699 97,016,699

286,812,951
383,829,650



 8. 担保に供している資産
担保に供されている資産は、以下のとおりである。                                 
　　　　　　土地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  7,405,686円 
　　　　　　建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 77,918,399円 
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 85,324,085円 
担保に供している債務の種類および金額は、以下のとおりである。                   
　　　　　　設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）　　　　　  51,000,000円 
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 51,000,000円

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項
該当なし

76,947,509
363,760,460

135,424,679
事業未収金

合計

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
135,424,679
135,424,679

0
0

135,424,679

144,789,984
595,933,160

286,812,951

14,697,405
24,950,585
5,222,460
1,523,44914,084,054

52,686,890
18,963,221
432,011

6,611,250
23,394,931
547,429

959,693,620

48,838,238
43,138,988
11,517,032

59,298,140
42,358,152

451,143,176

34,140,833

979,440
221,737,493

器具及び備品
有形リース資産

18,188,403
6,294,572

その他の固定資産
小計
合計

取得価額

737,956,127
737,956,127小計

その他の固定資産
建物
建物附属設備
構築物
車輌運搬具

建物

15,607,503

基本財産
減価償却累計額 当期末残高

286,812,951451,143,176


